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規約の変更に関するお知らせ 
 

 本投資法人は、平成 15 年 4 月 23 日付の役員会におきまして、規約の変更に関し、

下記のとおり平成 15 年 5 月 28 日に開催される本投資法人の投資主総会に付議するこ

とを決議しましたので、お知らせ致します。尚、下記記載の規約の変更は、当該投資

主総会の議案であり、平成 15 年 5 月 28 日に開催される本投資法人の第 3 回投資主総

会での承認可決をもって有効な規約となります。 
 

記 
 
１．主な変更内容及び変更の理由 
(1) 投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正に従って、主要投資対象の特定資産種

類を追加し、また記述を改めるため、現行規約第 12 条を変更するものであります。 
(2) 「旧租税特別措置法第 37 条の 10 及び 11」の規定が廃止され、現行規約第 14 条第５

項を規約において定める必要がなくなったため、同項を削除し、項数の繰上げを行うも

のであります。 
(3) 不動産取得税の課税標準の特例を受けるための要件が緩和され、第 14 条第７項を規約

において定める必要がなくなったため、同項を削除するものであります。 
(4) 設立の際に定めた決算期の規定は不要となったため、現行規約第 25 条を変更するもの

であります。 
(5) 本投資主総会において執行役員・監督役員を選任決議した後、設立の際の役員みなし選

任規定は不要となるため、現行規約第 35 条の但書を削除などして規約を簡素化するも

のであります。 
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(6) 本投資主総会において執行役員・監督役員を選任決議した後、設立の際に就任する役員

任期の規定は不要となるため、現行規約第 36 条第２項を削除して規約を簡素化するも

のであります。 
(7) 投資信託及び投資法人に関する法律第 93 条第１項に規定するみなし賛成制度が適用で

きない場合もあることに鑑み、議決権を行使された投資主の意思を尊重することを目的

として、投資主総会の普通決議を出席投資主の議決権の過半数で行う旨、現行規約第

45 条を変更するものであります。 
(8) 現行規約 48 条から第 51 条までは、各条の規定する手続が終了したため、削除して規

約を簡素化するものであります。 
(9) その他、数次の規約の変更により文言表現の統一が失われているため、できるだけ一般

規範（投信法・商法・税法・投信協会諸規則等）で用いられる表現に近づけるように文

言表現を統一しました。また、規約の条・項・号の番号が不整合であるため、整理し直

し、それに応じて条文を改めました。 
 
 

２．変更の内容 

変更の内容は以下のとおりであります。            （下線は変更部分） 

現行規約 

 

第6条 （国内において募集される投資口） 

本投資法人が発行する投資口の発行価額の

総額のうち、国内において募集される投資口

の発行価額の占める割合は、100 分の 50 を

超えるものとする。 

 

第8条 （投資口の取扱いに関する事項） 

本投資法人の投資証券の種類、投資口の名義

書換、質権の登録及びその抹消、投資証券の

再発行その他の手続き並びにその手数料に

ついては、役員会の定めるところによる。 

 

第12条 （主要投資対象の特定資産） 

本投資法人は、前条の基本方針にしたがい、

主として以下に掲げる特定資産に投資する。

① 不動産、不動産の賃借権又は地上権 

② 不動産、地上権又は土地の賃借権を信託

する信託（不動産に随伴する金銭とあわ

せて信託する包括信託を含む。）の受益権

変更案 

 

第6条 （国内において募集される投資口） 

本投資法人が発行する投資口の発行価額の総

額のうち、国内において募集される投資口の

発行価額の占める割合は、50％を超えるもの

とする。 

 

第8条 （投資口の取扱いに関する事項） 

本投資法人の投資証券の種類、投資口の名義

書換、質権の登録及びその抹消、投資証券の

再発行その他の手続並びにその手数料につい

ては、役員会の定めるところによる。 

 

第12条 （主要投資対象の特定資産） 

本投資法人は、前条の基本方針にしたがい、

主として以下に掲げる特定資産に投資する。

(1) 不動産、不動産の賃借権又は地上権 

(2) 金銭（信託財産を主として不動産、地上

権若しくは土地の賃借権に対する投資と

して運用することを目的とする場合に限
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③ 金銭の信託の受益権（但し、主として不

動産、地上権又は土地の賃借権を信託資

産とする信託にかぎる。） 

 

④ 当事者の一方が相手方の行う第①号又は

第②号に掲げる資産の運用のために出資

を行い、相手方がその出資された財産を

主として当該財産に対する投資として運

用し、当該財産から生じる利益の分配を

行うことを約する契約に係る出資の持分

（以下、｢匿名組合出資持分｣という｡） 

 

 

 

 

 

 

⑤ 資産の流動化に関する法律に規定する優

先出資証券（但し、主として上記第①号

から第④号までに掲げる資産を投資資産

として運用することを目的とするものに

限る。） 

 

⑥ 資産の流動化に関する法律に規定する特

定目的信託の受益証券（但し、主として

上記第①号から第④号までに掲げる資産

を信託資産として運用することを目的と

するものに限る。） 

⑦ 投資信託及び投資法人に関する法律に規

定する投資信託の受益証券（但し、主と

して上記第①号から第④号までに掲げる

資産を信託資産として運用することを目

的とするものに限る。） 

⑧ 投資信託及び投資法人に関する法律に規

定する投資証券（但し、主として上記第

①号から第④号までに掲げる資産を投資

資産として運用することを目的とするも

のに限る。） 

る。）、不動産、地上権又は土地の賃借権

を信託する信託の受益権（投資信託及び

投資法人に関する法律施行令第 3 条第 1

号に掲げるものに該当するものを除く。）

(3) 当事者の一方が相手方の行う前各号又は

次号に掲げる資産の運用のために出資を

行い、相手方がその出資された財産を主

として当該財産に対する投資として運用

し、当該財産から生じる利益の分配を行

うことを約する契約に係る出資の持分

（以下「匿名組合出資持分」という｡） 

(4) 金銭の信託の受益権（投資信託及び投資

法人に関する法律施行令第 3 条第 1 号に

掲げるものに該当するものを除く。）であ

って、信託財産を主として匿名組合出資

持分に対する投資として運用することを

目的とするもの 

(5) 資産の流動化に関する法律に規定する優

先出資証券（但し、主として前第(1)号か

ら第(3)号までに掲げる資産を投資資産

として運用することを目的とするものに

限る。） 

 

(6) 資産の流動化に関する法律に規定する特

定目的信託の受益証券（但し、主として

前第(1)号から第(3)号までに掲げる資産

を信託資産として運用することを目的と

するものに限る。） 

(7) 投資信託及び投資法人に関する法律に規

定する投資信託の受益証券（但し、主と

して前第(1)号から第(3)号までに掲げる

資産を信託資産として運用することを目

的とするものに限る。） 

(8) 投資信託及び投資法人に関する法律に規

定する投資証券（但し、主として前第(1)

号から第(3)号までに掲げる資産を投資

資産として運用することを目的とするも

のに限る。） 
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第13条 （主要投資対象以外の特定資産） 

１． 本投資法人は、余剰資金の効率的な運用に

資するため、以下に掲げる特定資産に投資す

ることができる。 

① 預金 

② コール・ローン 

③ 国債証券 

④ 地方債証券 

⑤ コマーシャル・ペーパー 

⑥ 譲渡性預金証書 

⑦ 前各号に掲げる資産に対する投資と

して運用することを目的とする金銭

の信託の受益権 

⑧ 投資信託及び投資法人に関する法律

第２条第４項に定める証券投資信託

のうち、追加型公社債投資信託の受

益証券 

⑨ 合同運用指定金銭信託の受益権 

⑩ 貸付信託法第 2 条に定める貸付信託

の受益証券 

2.本投資法人は、第 12 条又は第 13 条第１項

に掲げる資産（以下、｢運用資産｣という｡）

の価格変動リスク及び金利変動リスクを

低減するため、金利先物取引、金利オプシ

ョン取引、金利スワップ取引または金利先

渡取引(以下「金融デリバティブ取引」と

いう。)を行うことができる。 

 

第14条 （投資方針） 

① 本投資法人は、主として都心型商業店舗

ビルから郊外型ショッピングセンター、

ロードサイド型店舗等の商業施設（以下

「商業施設」という。）に直接に又は主と

して商業施設を裏付けとする特定資産を

介して投資する。 

② 本投資法人は、直接に又は特定資産を介

して所有する商業施設が、特定の地域に

集中することにより増大する地域経済リ

第13条（主要投資対象以外の資産） 

1.  本投資法人は、余剰資金の効率的な運用に

資するため、以下に掲げる資産に投資するこ

とができる。 

(1) 預金 

(2) コール・ローン 

(3) 国債証券 

(4) 地方債証券 

(5) コマーシャル・ペーパー 

(6) 譲渡性預金証書 

(7) 前各号に掲げる資産に対する投資として

運用することを目的とする金銭の信託の

受益権 

(8) 投資信託及び投資法人に関する法律第 2

条第 4 項に定める証券投資信託のうち、

追加型公社債投資信託の受益証券 

 

(9) 合同運用指定金銭信託の受益権 

(10) 貸付信託法第 2 条に定める貸付信託の受

益証券 

2. 本投資法人は、第 12 条又は前第 1項に掲げ

る資産（以下、｢運用資産｣という｡）の価格

変動リスク及び金利変動リスクを低減する

ため、金利先物取引、金利オプション取引、

金利スワップ取引または金利先渡取引(以

下、「金融デリバティブ取引」という。)を

行うことができる。 

 

第14条（投資方針） 

1. 本投資法人は、主として都心型商業店舗ビ

ルから郊外型ショッピングセンター、ロー

ドサイド型店舗等の商業施設（以下「商業

施設」という。）に直接に又は主として商業

施設を裏付けとする特定資産を介して投資

する。 

2. 本投資法人は、直接に又は特定資産を介し

て所有する商業施設が、特定の地域に集中

することにより増大する地域経済リスク、
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スク、地震リスク等により生ずる影響を

軽減させるために、その関連情報を定期

的に見直して商業施設の所在場所につい

て地域分散を図るものとする。 

③ 本投資法人は、直接に又は特定資産を介

して所有する商業施設を、原則として、

賃貸借期間を１０年以上とする賃貸借契

約を締結して賃貸するものとする。また、

賃借人の財務内容、営業成績、業種の将

来性を慎重に調査して安定的な収益の確

保に努めるものとする。 

④ 本投資法人は、一般経済情勢、金融情勢、

消費者動向、不動産市況等のマクロ経済

情報又は投資法人の経営環境に急激な変

化が生じ、投資主の利益を毀損する恐れ

がある場合、前項の定めにかかわらず、

投資主の利益を守るため必要な処置を講

ずることができるものとする。 

 

⑤ 本投資法人が資産運用するときには、資

産合計額のうちに占める不動産等（不動

産、不動産の賃借権、地上権、信託の受

益権（不動産、地上権及び土地の賃借権

のみに信託するものに限る。）及び匿名組

合出資持分（不動産、不動産の賃借権及

び地上権のみに運用するものに限る。））

の価額の割合として財務省令で定める割

合を100分の75以上に維持するものとす

る。 

⑥ 本投資法人が不動産を取得して資産運用

するときには、特定不動産（不動産、不

動産の賃借権、地上権又は不動産、地上

権若しくは土地の賃借権を信託する信託

の受益権をいう。）の価額の合計額が特定

資産の価額の合計額に占める割合（以下、

特定不動産の割合という。）を 100 分の

75 以上に維持するものとする。 

 

地震リスク等により生ずる影響を軽減させ

るために、その関連情報を定期的に見直し

て商業施設の所在場所について地域分散を

図るものとする。 

3. 本投資法人は、直接に又は特定資産を介し

て所有する商業施設を、原則として、賃貸

借期間を 10 年以上とする賃貸借契約を締

結して賃貸するものとする。また、賃借人

の財務内容、営業成績、業種の将来性を慎

重に調査して安定的な収益の確保に努める

ものとする。 

4. 本投資法人は、一般経済情勢、金融情勢、

消費者動向、不動産市況等のマクロ経済情

報又は投資法人の経営環境に急激な変化が

生じ、投資主の利益を毀損する恐れがある

場合、前項の定めにかかわらず、投資主の

利益を守るため必要な処置を講ずることが

できるものとする。 

 

       （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 本投資法人が資産運用するときには、特定

不動産（本投資法人が取得する特定資産の

うち不動産、不動産の賃借権、地上権又は

不動産、土地の賃借権若しくは地上権を信

託する信託の受益権をいう。）の価額の合計

額が本投資法人の有する特定資産の価額の

合計額に占める割合を 75％以上になるよう

にする。 
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⑦ 本投資法人が不動産を取得して資産運用

するときには、期中に取得する不動産の

合計価額の当該期中に取得する特定資産

の合計価額に占める割合が、上記第⑥号

に規定する特定不動産の割合の 50％以

上になるようにする。 

 

第15条 （投資制限） 

① 本投資法人は、その資産の運用を受託し

た投資信託委託業者が投資法人資産運用

業に関する業務の方法を記載した書類に

おいて、運用を行う資産の種類として不

動産を定めている場合に限って、第 12

条第①号に掲げる不動産への投資を行う

ものとする。 

② 本投資法人は、わが国以外に所在する不

動産及び当該不動産を主として裏付けと

する資産,外貨建資産又は外国証券市場

で主として取引されている有価証券への

投資は行わないものとする。 

 

第18条 （資産評価の基準日） 

本投資法人の資産評価の基準日は、第 25 条

に定める各決算日とする。ただし、有価証券

又はその他の特定資産であって、市場価格に

基づく価額で評価できる資産については、毎

月末とする。 

 

第19条 （資産評価の方法及び基準） 

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、次

のとおり運用資産の種類毎に定める。 

(1) 不動産、不動産の賃借権及び地上権 

取得価額から減価償却累計額を控除し

た価額をもって、不動産、不動産の賃借

権及び地上権を評価する。なお、建物及

び設備等の減価償却額は、定額法により

計算する。 

(2) 不動産、地上権又は土地の賃借権を信託

        （削除） 

  

 

 

 

 

 

第15条 （投資制限） 

1. 本投資法人は、その資産の運用を受託した

投資信託委託業者が投資法人資産運用業に

関する業務の方法を記載した書類におい

て、運用を行う資産の種類として不動産を

定めている場合に限って、第 12 条第(1)号

に掲げる不動産への投資を行うものとす

る。 

2. 本投資法人は、わが国以外に所在する不動

産及び主として当該不動産を裏付けとする

資産,外貨建資産又は外国証券市場で主と

して取引されている有価証券への投資は行

わないものとする。 

 

第18条（資産評価の基準日） 

本投資法人の資産評価の基準日は、第 25 条に

定める決算期とする。ただし、有価証券又は

その他の特定資産であって、市場価格に基づ

く価額をもって評価できる資産については、

毎月末とする。 

 

第19条（資産評価の方法及び基準） 

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、次

のとおり運用資産の種類毎に定める。 

(1) 不動産、不動産の賃借権及び地上権 

（現行どおり） 

 

 

 

 

(2) 金銭、不動産、地上権又は土地の賃借権
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する信託の受益権及び金銭の信託の受

益権 

第 12 条第②号又は第③号に掲げる信託

の資産である不動産、地上権又は土地の

賃借権については、前項に従って評価

し、また、当該信託の資産である金融資

産については、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に従って評価した

後に、その信託資産合計額から信託負債

合計額を控除して計算した信託純資産

額をもって、当該信託の受益権を評価す

る。 

(3) 匿名組合出資持分 

匿名組合の資産である不動産、不動産の

賃借権及び地上権については、第１項に

従って評価し、また、匿名組合の資産で

ある金融資産については、一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に従っ

て評価した後に、これらの資産合計額か

ら匿名組合の負債合計額を控除して計

算した匿名組合の純資産額の本投資法

人の出資持分に相当する金額をもって、

匿名組合出資持分を評価する。 

(4) 有価証券 

① 証券取引所に上場されている有価証

券 

証券取引所が開設する取引所有価証

券市場における最終価格に基づき計

算した価格をもって、証券取引所に上

場されている有価証券を評価する。 

② その他の有価証券 

証券会社等から気配相場が提示され

ているときは、原則として当該気配相

場により評価する。気配相場が提示さ

れていないときは、原則として社団法

人投資信託協会の評価規則に準じて

付されるべき評価額をもって、その他

の有価証券を評価する。 

を信託する信託の受益権 

第 12 条第(2)号に掲げる信託資産である

不動産、地上権又は土地の賃借権につい

ては、前号に従って評価し、また、当該

信託の信託資産である金融資産につい

ては、一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に従って評価した後に、その

信託資産合計額から信託負債合計額を

控除して計算した信託純資産額をもっ

て、当該信託の受益権を評価する。 

 

 

(3) 匿名組合出資持分 

匿名組合の資産である不動産、不動産の

賃借権及び地上権については、前第(1)

号に従って評価し、また、匿名組合の資

産である金融資産については、一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に

従って評価した後に、これらの資産合計

額から匿名組合の負債合計額を控除し

て計算した匿名組合の純資産額の本投

資法人の出資持分に相当する金額をも

って、匿名組合出資持分を評価する。 

(4) 有価証券 

（現行どおり） 
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(5) 金銭債権 

取得価額から貸倒見積額に基づいて計

算した貸倒引当金を控除した額をもっ

て、金銭債権を評価する。 

(6) コマーシャル・ペーパー 

 取得価格に日割計算による未収利息を

加えた金額をもって、コマーシャル・

ペーパーを評価する。但し、発行者の

信用状態が著しく悪化したときは、取

得価格から貸倒見積額に基づいて計算

した貸倒引当金を控除した額をもっ

て、これを評価する。 

(7) 金融デリバティブ取引 

 原則として、公正価額をもって金融デ

リバティブ取引を評価する。但し、一

般に公正妥当と認められる企業会計の

基準によりヘッジ取引と認められるも

のについては、ヘッジ会計を適用する。

(8) その他 

上記に定めがない場合は、社団法人投

資信託協会の評価規則又は一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準によ

り付されるべき評価額をもって評価す

る。 

 

第20条（有価証券届出書、有価証券報告書及び

資産運用報告書等における価格） 

有価証券届出書、有価証券報告書及び資産運

用報告書等に価格を記載する目的で、前条と

異なる方法で評価する場合には、次のとおり

評価するものとする。 

(1) 不動産、不動産の賃借権及び地上権 

収益還元法により求めた価額をもって

評価する。 

(2) 不動産、地上権又は土地の賃借権を信

託する信託の受益権及び金銭の信託の

受益権 

信託資産である不動産、地上権及び土

(5) 金銭債権 

（現行どおり） 

 

 

(6) コマーシャル・ペーパー 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

(7) 金融デリバティブ取引 

（現行どおり） 

 

 

 

 

(8) その他 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

第20条（有価証券届出書、有価証券報告書及び

資産運用報告書等における価格） 

有価証券届出書、有価証券報告書及び資産運

用報告書等に価格を記載する目的で、前条と

異なる方法で評価する場合には、次のとおり

評価するものとする。 

(1) 不動産、不動産の賃借権及び地上権 

（現行どおり） 

 

(2) 不動産、地上権又は土地の賃借権を信託

する信託の受益権及び金銭の信託の受益

権 

信託資産である不動産、地上権及び土地
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地の賃借権については、前項に従って

評価し、また、信託資産である金融資

産については、一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に従って評価し

た後に、信託資産合計額から信託負債

合計額を控除して計算した信託純資産

額をもって、当該信託の受益権を評価

する。 

(3) 匿名組合出資持分 

匿名組合出資持分資産である不動産、

不動産の賃借権及び地上権について

は、第１項に従って評価し、また、匿

名組合出資持分資産である金融資産に

ついては、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に従って評価した後

に、これらの匿名組合出資持分対応資

産合計額から匿名組合出資持分対応負

債合計額を控除して計算した匿名組合

出資持分対応純資産額をもって、匿名

組合出資持分を評価する。 

 

第22条 （借入れ及び投資法人債の使途） 

借入れ及び投資法人債の使途は、資産の取

得、修繕等、敷金・保証金の返済、分配金の

支払い、本投資法人の費用の支払い又は債務

の返済（借入金及び投資法人債の債務の履行

を含む。）等とする。 

 

 

第25条 （決算期） 

本投資法人の決算期間は、毎年３月１日から

８月末日までと９月１日から翌年２月末日

までとする。但し、本投資法人の設立当初の

決算期間は、本投資法人設立の日から平成１

４年８月末日までとする。以下決算期間末日

を「決算日」という。 

 

第26条 （金銭の分配の方針）  

の賃借権については、前第(1)号に従って

評価し、また、信託資産である金融資産

については、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に従って評価した後

に、信託資産合計額から信託負債合計額

を控除して計算した信託純資産額をもっ

て、当該信託の受益権を評価する。 

 

(3) 匿名組合出資持分 

匿名組合出資持分資産である不動産、不

動産の賃借権及び地上権については、前

第(1)号に従って評価し、また、匿名組

合出資持分資産である金融資産につい

ては、一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に従って評価した後に、これ

らの匿名組合出資持分対応資産合計額

から匿名組合出資持分対応負債合計額

を控除して計算した匿名組合出資持分

対応純資産額をもって、匿名組合出資持

分を評価する。 

 

第22条 （借入れ及び投資法人債の使途） 

借入れ及び投資法人債の使途は、資産の取得、

修繕等、敷金・保証金の返済、分配金の支払、

本投資法人の費用の支払又は債務の返済（借

入金及び投資法人債の債務の履行を含む。）等

とする。 

 

 

第25条（決算期） 

本投資法人の決算期は、毎年 2月末日および

8月末日とする。 

 

 

 

 

 

第26条（金銭の分配の方針）  
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１．利益の分配 

(1) 利益は、決算日の資産合計額から負

債合計額を控除した金額(純資産額)

から出資総額、出資剰余金及び評価

差額金の合計額(出資総額等)を控除

した金額とする。 

(2) 本投資法人は、利益の全部を金銭に

より投資主に分配する。 

２．利益を超えた金銭の分配 

本投資法人は、利益の額に当該決算期間の

固定資産の減価償却額に相当する金額を

加えた金額に達するまで投資主に金銭を

分配することができる。利益を超えて投資

主に分配される金額は、まず出資剰余金か

ら控除し、控除しきらない額は出資総額か

ら控除する。 

３．金銭の分配額の制限 

税法が金銭の分配について損金算入を認

めるとき、本投資法人は、税法が当該損金

算入を認めるために定めた条件を満たす

ように投資主に金銭を分配しなければな

らない。 

 

第27条 （決算期間中に発行された投資口に対

する金銭の分配）  

本投資法人が決算期間中に投資口を追加発行

するとき、当該投資口に対応する金銭の分配

の額については日割により計算することが

できるものとする。 

 

第28条 （金銭の分配の支払方法）  

本投資法人は、決算日現在の投資主名簿に記

載された投資主又は登録質権者に対して、直

前の決算日に発行されていた投資口又は前

条に規定する当該決算期中に発行された投

資口に応じて、その所有口数に相当する金銭

の分配の支払を行う。当該支払は、原則とし

て決算日から３ヶ月以内に、必要な税金を控

1. 利益の分配 

(1) 利益は、決算期の資産合計額から負債合

計額を控除した金額(純資産額)から出資

総額、出資剰余金及び評価差額金等 (出

資総額等) の合計額を控除した金額とす

る。 

(2)   （現行どおり） 

 

2. 利益を超えた金銭の分配 

本投資法人は、利益の額に当該決算期に計

上した固定資産の減価償却額に相当する

金額を加えた金額に達するまで投資主に

金銭を分配することができる。利益を超え

て投資主に分配される金額は、まず出資剰

余金から控除し、控除しきれない額は出資

総額から控除する。 

3. 金銭の分配額の制限 

（現行どおり） 

 

 

 

 

 

第27条（期中に追加発行された投資口に対する

金銭の分配）  

本投資法人が期中に投資口を追加発行したと

き、その投資口に対応する金銭の分配の額に

ついては日割により計算することができるも

のとする。 

 

第28条（金銭の分配の支払方法）  

本投資法人は、決算期現在の投資主名簿に記

載された投資主又は登録質権者に対して、そ

の所有口数に相当する金銭の分配の支払を行

う。当該支払は、原則として決算期から 3月

以内に、必要な税金を控除した後に行われる。
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除した後に行われる。 

 

第30条 （資産運用会社に対する報酬） 

１． 本投資法人は、各決算期毎に資産合計額

に年率 100 分の１を乗じた額を上限とし

て、本投資法人が役員会の定めるところに

従い資産運用会社と締結した資産運用委託

契約の定めにより資産運用報酬を計算し、

当該契約に定める日までに当該会社に対し

て支払うものとする。 

 

2.本投資法人が不動産又は主として不動産を裏

付けとする特定資産を取得したとき、当該不

動産又は当該特定資産の裏付けとなる不動

産の取得価額に100分の2を乗じて計算した

額を上限として、本投資法人が役員会の定め

るところに従い資産運用会社と締結した資

産運用委託契約により定める金額を資産取

得にかかる報酬として計算し、当該契約に定

める日までに当該会社に対して支払うもの

とする。 

 

第31条 （執行役員及び監督役員に対する報酬）

各執行役員の報酬は月額 80 万円を上限とし

て役員会にて定める金額を各月の最終営業

日に支払うものとする。また、各監督役員に

対する報酬は、各月額 30 万円を上限として

役員会にて定める金額を各月の最終営業日

に支払うものとする。 

 

第32条 （会計監査人に対する報酬） 

会計監査人に対する報酬は、各決算期間につ

き1,500万円を上限として役員会にて定める

金額を当該決算日後３ヶ月以内に支払うも

のとする。 

 

第33条 （費用） 

1. 運用資産に関する租税、一般事務受託者、

 

 

第30条（資産運用会社に対する報酬） 

1. 本投資法人は、運用委託資産合計額に年率

1％を乗じた額を上限として、本投資法人が

役員会の定めるところに従い資産運用会社

と締結した資産運用委託契約の定めにより

資産運用報酬を計算し、当該契約に定める

日までに当該会社に対して支払うものとす

る。 

 

2. 本投資法人が不動産又は主として不動産を

裏付けとする特定資産を取得したとき、当

該不動産又は当該特定資産の裏付けとなる

不動産の取得価額の 2％に相当する額を上

限として、本投資法人が役員会の定めると

ころに従い資産運用会社と締結した資産運

用委託契約の定めにより資産取得報酬を計

算し、当該契約に定める日までに当該会社

に対して支払うものとする。 

 

 

第31条（執行役員及び監督役員に対する報酬）

各執行役員の報酬は、月額 80 万円を上限とし

て役員会が定める金額を各月の最終営業日に

支払うものとする。また、各監督役員に対す

る報酬は、月額 30 万円を上限として役員会が

定める金額を各月の最終営業日に支払うもの

とする。 

 

第32条（会計監査人に対する報酬） 

会計監査人に対する報酬は、決算期ごとに

1,500 万円を上限として役員会が定める金額

をその決算期から 3 月以内に支払うものとす

る。 

 

第33条（費用） 

1. 運用資産に関する租税、一般事務受託者、
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資産保管会社及び資産運用会社が本投資法

人から委託を受けた業務ないし事務を処理

するために要した諸費用又は一般事務受託

者、資産保管会社及び資産運用会社が立て

替えた立替金の利息又は損害金について

は、本投資法人がこれを負担する。 

2. 前項に加えて、本投資法人は、以下の費用

を負担するものとする。 

(1) 投資証券の発行に関する費用（券面の

作成、印刷及び交付に係る費用を含

む。） 

(2) 有価証券届出書、有価証券報告書及び

臨時報告書の作成、印刷及び提出に係

る費用 

(3) 目論見書及び（仮）目論見書の作成、

印刷及び交付に係る費用 

(4) 財務諸表、資産運用報告書等の作成、

印刷及び交付に係る費用（これを監督

官庁に提出する場合の提出費用を含

む。） 

(5) 本投資法人の公告に要する費用及び広

告宣伝等に要する費用 

(6) 本投資法人の法律顧問及び税務顧問等

に対する報酬及び費用 

(7) 投資主総会及び役員会開催に係る費用

及び公告に係る費用並びに投資主に対

して送付する書面の作成、印刷及び交

付に係る費用 

(8) 執行役員、監督役員に係る実費及び立

替金等 

(9) 運用資産の取得、管理、売却等に係る

費用（媒介手数料、管理委託費用、損

害保険料、維持・修繕費用、水道光熱

費等を含む。） 

(10) 借入金及び投資法人債に係る利息  

(11) 本投資法人の運営に要する費用  

(12) その他前各号に類する費用で役員会が

認めるもの 

資産保管会社及び資産運用会社が本投資法

人から委託を受けた業務ないし事務を処理

するために要した諸費用又は一般事務受託

者、資産保管会社及び資産運用会社が立て

替えた立替金の利息若しくは損害金につい

ては、本投資法人がこれを負担する。 

2.   （現行どおり） 
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第34条 （執行役員及び監督役員の員数並びに

役員会の構成） 

本投資法人の執行役員は１名以上、監督役員

は２名以上（但し、執行役員の数に１を加え

た数以上とする。）とし、執行役員及び監督

役員は、役員会を構成する。 

 

第35条 （執行役員及び監督役員の選任） 

執行役員及び監督役員は、投資主総会の決議

をもって選任する。但し、設立の際、法令の

規定に基づき選任されたとみなされる執行

役員及び監督役員はこの限りでない。 

 

第36条 （執行役員及び監督役員の任期） 

1. 執行役員及び監督役員の任期は、就任後２

年とする。但し、補欠又は増員のために選

任された執行役員又は監督役員の任期は、

前任者又は在任者の残存期間と同一とす

る。 

2. 執行役員及び監督役員の最初の任期は、平

成 15 年 6月末日とする。 

 

第37条 （役員会招集者及び議長） 

役員会は、法令に別段の定めがない限り、執

行役員が１名の場合は当該執行役員が、執行

役員が２名以上の場合は役員会において予

め定めた順序に従い執行役員の１名がこれ

を招集し、議長となる。 

 

第38条 （役員会の決議の方法） 

役員会の決議は、法令又は本規約に別段の定

めがない限り、その構成員の過半数が出席の

上、出席構成員の過半数の議決によって行

う。 

 

第39条 （役員会議事録） 

役員会に関する議事については、議事の経過

の要領及びその結果を記載した議事録を作

第34条（執行役員及び監督役員の員数並びに役

員会の構成） 

本投資法人の執行役員は 1 人以上、監督役員

は 2 人以上（但し、執行役員の員数に 1 を加

えた数以上とする。）とし、執行役員及び監督

役員は、役員会を構成する。 

 

第35条（執行役員及び監督役員の選任） 

執行役員及び監督役員は、投資主総会の決議

をもって選任する。 

 

 

 

第36条（執行役員及び監督役員の任期） 

執行役員及び監督役員の任期は、就任後 2年

とする。但し、補欠又は増員のために選任さ

れた執行役員又は監督役員の任期は、前任者

又は先任者の残任期間と同一とする。 

 

 

 

 

第37条（役員会招集者及び議長） 

役員会は、法令に別段の定めがある場合を除

き、執行役員が 1人の場合はその執行役員が、

執行役員が 2 人以上の場合は役員会において

予め定めた順序に従い執行役員の 1 人がこれ

を招集し、議長となる。 

 

第38条（役員会の決議の方法） 

役員会の決議は、法令又は本規約に別段の定

めがある場合を除き、構成員の過半数が出席

し、その出席者の過半数をもって行う。 

 

 

第39条（役員会議事録） 

役員会に関する議事については、議事の経過

の要領及びその結果を記載した議事録を作成
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成し、出席した執行役員及び監督役員が、こ

れに記名押印する。 

 

第41条 （投資主総会招集者） 

投資主総会は、法令に別段の定めがある場合

のほか、執行役員が１名の場合は当該執行役

員が、執行役員が２名以上の場合は役員会に

おいて予め定めた順序に従い執行役員の１

名がこれを招集する。 

 

第42条 （投資主総会議長） 

投資主総会の議長は、執行役員が１名の場合

は当該執行役員が、執行役員が２名以上の場

合は役員会において予め定めた順序に従い

執行役員の１名がこれに当たる。すべての執

行役員に欠員又は事故がある場合は、役員会

においてあらかじめ定めた順序に従い、監督

役員の１名がこれにあたる。 

 

第43条 （基準日） 

1.本投資法人は、決算日の最終の投資主名簿に

記載された投資主をもって、その招集に係る

投資主総会において権利を行使することの

できる投資主とする。 

前項のほか、必要があるときは、役員会の決

議により予め公告をして、一定の日における

投資主名簿に記載されている投資主又は登

録質権者をもって、その権利を行使すべき投

資主又は登録質権者とするものとする。 

 

 

第45条 （投資主総会の決議の方法） 

投資主総会の決議は、法令又は本規約に別段

の定めがある場合のほか、発行済投資口の総

数の過半数を有する投資主が出席し、その議

決権の過半数でこれを行う。 

 

 

し、出席した執行役員及び監督役員が、これ

に署名し又は記名捺印する。 

 

第41条（投資主総会招集者） 

投資主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、執行役員が 1 人の場合はその執行役

員が、執行役員が 2 人以上の場合は役員会に

おいて予め定めた順序に従い執行役員の 1 人

がこれを招集する。 

 

第42条（投資主総会議長） 

投資主総会の議長は、執行役員が 1 人の場合

はその執行役員が、執行役員が 2 人以上の場

合は役員会において予め定めた順序に従い執

行役員の 1 人がこれに当たる。すべての執行

役員に欠員又は事故がある場合は、役員会に

おいて予め定めた順序に従い、監督役員の 1

人がこれにあたる。 

 

第43条（基準日） 

1.資法人は、決算期の最終の投資主名簿に記載

された投資主をもって、その招集に係る投資

主総会において権利を行使することのできる

投資主とする。 

前項のほか、必要があるときは、役員会の決

議により予め公告をして、一定の日における

投資主名簿に記載された投資主又は登録質権

者をもって、その権利を行使すべき投資主又

は登録質権者とすることができる。 

 

 

第45条（投資主総会の決議の方法） 

投資主総会の決議は、法令又は本規約に別段

の定めがある場合を除き、出席した投資主の

議決権の過半数をもって行う。 

 

 

 

14  



第46条 （みなし賛成） 

投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決

権を行使しないときは、当該投資主は、その

投資主総会に提出された議案（複数の議案が

提出された場合において、これらのうちに相

反する趣旨の議案があるときは、当該議案の

いずれをも除く。）について賛成したものとみ

なす。 

 

第47条 （投資主総会議事録） 

投資主総会に関する議事については、議事の

経過の要領及びその結果を記載した議事録

を作成し、出席した議長、執行役員及び監督

役員が、これに記名押印する。 

 

第48条 （設立企画人） 

本投資法人の設立企画人の名称及び住所は以

下のとおりである。 

三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社

東京都千代田区紀尾井町４番３号泉館紀尾井

町ビルディング６階 

 

第49条 （設立企画人の報酬） 

本投資法人の設立に関して、設立企画人に対

して支払う報酬は、１億円を限度として、初

回公募後の出資総額に 100分の 1を乗じて計

算した金額とする。設立企画人の報酬のうち

設立企画人が業務執行のために要した直接

費用に相当する金額については、投資法人成

立後に設立企画人が請求できるものとし、設

立企画人から請求があったときには、本投資

法人は、その請求のあった日から５日以内に

支払うものとする。初回公募後に設立企画人

の請求に基づき支払った額が当該報酬を超

えることとなったとき、設立企画人はその超

える額を本投資法人に支払うものとする。ま

た、当該報酬が支払済みの額を超えるとき

は、その超える額を初回公募に係る申込期間

第46条（みなし賛成） 

投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決

権を行使しないときは、当該投資主はその投

資主総会に提出された議案（複数の議案が提

出された場合において、これらのうちに相反

する趣旨の議案があるときは、当該議案のい

ずれをも除く。）について賛成するものとみな

す。 

 

第47条（投資主総会議事録） 

投資主総会に関する議事については、議事の

経過の要領及びその結果を記載した議事録を

作成し、出席した議長、執行役員及び監督役

員が、これに署名し又は記名捺印する。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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の最終日の２ヶ月経過後の応答日に支払う

ものとする。 

 

第50条 （投資法人の負担に帰すべき設立費用

並びにその内容及び金額） 

本投資法人の負担に帰すべき設立費用は、本

投資法人の設立に係る専門家（弁護士、公認

会計士及び税理士等）に対する報酬、投資証

券の作成・印刷費、登録免許税等とし、その

金額は、金 5 千万円以内とする。 

 

第51条 （設立の際に発行する投資口の発行価

額及び口数） 

本投資法人が設立の際に発行する投資口の

発行価額は、１口当たり金 50 万円とし、発

行口数は 400 口とする。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 
 
３．日程 

  平成 15 年 4 月 23 日  投資主総会提出議案承認役員会 
  平成 15 年 5 月 13 日  投資主総会招集通知の発送 
  平成 15 年 5 月 28 日  規約変更承認投資主総会（予定） 

 
以 上 
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